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駅 
電車内 

デジタルサイネージとは 

デジタルサイネージとは、文字通り 

 「電子看板」 
 

    屋外・店頭・公共空間・交通機関など、 

    あらゆる場所で、電子的な 

    表示機器を使って情報を発信するシステム。 

 

配信システムがネットワーク化される 

事で広告媒体として無限の可能性を生む 

ディスプレイの発展、デジタルネットワークや無線LANの普及 
更にはＮＧＮの施設とあいまって、施設の利用者・往来者に 

深く届く新しい広告/コンテンツ市場が形成される。  
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公共空間 

デジタルサイネージには、新しい文化と産業創造の可能性が 

秘められている 

野外 

店頭 
独創性、芸術性 

驚き、発見 



コンソーシアムのミッションと目標① 
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ミッション  
 

1) デジタルサイネージ産業が直面する課題の解決と新市場の創出  
2) 生活シーンにおけるサイネージ経験価値の向上 

 
 

目標  
  

1) 2015年に１兆円規模の産業とする。 
  ハードウェア／広告・販促／通信キャリア／コンテンツ分野各2000億 

  システム関連分野1000億 
  広告費シェア15％  

2) 日本を世界一のサイネージ大国とする。 
  市場規模、ディスプレイ数、サイネージ時間量、技術力、コンテンツ力、扱い広告・
販促売上等    

  の面で、世界一の水準を目指す。 
  2015年までに、全ての車両、駅、空港、商業施設、商店街、郵便局/ポスト、公
衆電話をネット  

  ワークでつなぎサイネージ化する。 



コンソーシアムのミッションと目標② 
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デジタルサイネージ普及の背景 

デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ
の 

普
及 インフラコストの 

低下 

マーケティング環境 

の変化 

●ＮＧＮの施設 

 

●コンタクトポイントとして有効なＯＯＨメディア 

 

●モバイルの加速度的な普及による消費者の 

 メディア接触パターンの多様化 

 

４マス媒体 

シェア低下 

店頭マーケティン 

グの重要性増大 

ディスプレイ 

配信サーバ 

通信 

ネットワーク 

●配信を手がける専門業者の増加 

 

広告の取引基準の設定やシステム仕様、 

規格の統一により、更に加速する可能性がある 
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デジタルサイネージコンソーシアム 役員 

役員(2012年度) 
 
理事長： 
 中村 伊知哉(慶應義塾大学 教授／ 
                    融合研究所 代表理事) 
 
副理事長： 
  阿良田 剛 （三菱電機株式会社） 
  川添 雄彦 （日本電信電話株式会社） 
  西田 豊 （パナソニックシステムネットワークス株式会社） 
 
専務理事： 
 伊能 美和子 （株式会社NTTドコモ） 
 
常務理事： 
 江口 靖二 （デジタルメディアコンサルタント） 
 
 
 
 
監事： 
 金村 公一 （長崎県立大学シーボルト校 准教授） 
 
評議員 
 石田 亨 （京都大学大学院情報学研究科教授） 
 菊池 尚人 （慶應義塾大学DMC機構准教授） 
 安田 浩 （東京電機大学 未来科学部  
        情報メディア学科 教授） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
理事： 
石戸 奈々子 （デジタルサイネージコンソーシアム 
          事務局長） 
多田 周平  （株式会社ニューフォリア 代表取締役社長） 
岩田 天植  （博報堂DYメディアパートナーズ株式会社  
                 アウトドアメディア局 局長 
中野 雅之  （株式会社電通  
          アウト・オブ・ホーム・メディア局 局長）  
中村  秀治 （株式会社三菱総合研究所 
          社会システム研究本部  
          情報通信政策研究グループ 
          グループリーダー 主席研究員） 
引場 純一 （株式会社スペースシャワーネットワーク 
                    広告営業本部 広告営業部 部長） 
廣田 洋一  （インテル株式会社 東京本社 
          マーケティング本部 エンベデッド＆ストレージ 
          製品・マーケティングプロダクト・ 
          マーケティング・エンジニア） 
吉田 勝広 （株式会社オリコム） 
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デジタルサイネージコンソーシアム 会員企業 

＜ハードウェア＞ 
NECディスプレイソリューションズ㈱ 
インテル㈱ 
沖電気工業㈱ 
キヤノン㈱ 
京セラ㈱ 
シスコシステムズ合同会社 
シャープ㈱ 
ジャパンマテリアル㈱ 
ソニー㈱ 
㈱ティービーアイ 
㈱東芝 
日本サムスン㈱ 
日本電気㈱ 
パナソニックシステムネットワークス㈱ 
㈱日立製作所 
㈱ビー・ポイント 
㈱フジクラ 
富士通㈱ 
㈱ブイシンク 
ブラザー工業㈱ 
三菱電機㈱ 
ヤマハ㈱ 
㈱コンテック 
㈱エクシング 
サイバーステーション㈱ 
シャープタカヤ電子工業㈱ 
㈱リコー 
㈱アルゴシステム 
㈱アクセル 
㈱TBグループ 
 
 
 

＜広告会社＞ 
㈱アサツーディ・ケイ 
㈱ＮＫＢ 
㈱オリコム 
㈱サンライズ社 
㈱ジェイアール東日本企画 
㈱大広メディアックス 
㈱電通 
㈱東急エージェンシー 
㈱日本経済広告社 
㈱ニュースペース・コム 
㈱博報堂 
㈱博報堂DYメディアパートナーズ 
ワヨー㈱ 
㈱インセクト・マイクロエージェンシー 
 

＜鉄道＞ 
小田急電鉄（株） 

＜デジタルサイネージ媒体＞ 
イッツ・コミュニケーションズ㈱ 
㈱オックスプランニング 
彩ネットアド㈱ 
㈱フジテレビジョン 
㈱メディアコンテンツファクトリー 

＜システム開発＞ 
㈱NEXX 
㈱アスク 
岡谷エレクトロニクス㈱ 
㈱ソフィアモバイル 
㈱ディー･エム･ピー 
富士フイルムイメージングシステムズ㈱ 
菱洋エレクトロ㈱ 
ＮＴＴアイティ㈱ 
ミラクル･リナックス㈱ 
ソフネットジャパン㈱ 
㈱楽縁 
㈱ウェバランス 
㈱アイセル 
㈱グルーバ 
 

＜通信キャリア＞ 
KDDI㈱ 
㈱NTTドコモ 
日本電信電話㈱ 
ソフトバンクBB㈱ 
㈱NTTぷらら 

＜コンテンツ関連＞ 
㈱NHKエンタープライズ 
㈱アーツエイハン 
㈱ウェザーマップ 
社団法人共同通信社 
㈱スペースシャワーネットワーク 
㈱ニューフォリア 
㈱イエロー 
ゲッティイメージズジャパン㈱ 
時事通信社㈱ 
フジ印刷㈱ 
㈱キャスト 
㈱ニッポンダイナミックシステムズ 
全国学生デジタルマーケティング㈱ 
㈱NTTデータ・アール 

＜その他サービス＞ 
㈱QUICK 
TOHOシネマズ㈱ 
㈱オール 
㈱きもと 
共同印刷㈱ 
㈱ゼンリン 
大日本印刷㈱ 
㈱テレビ朝日 
㈱ナノオプト・メディア 
日本ATM㈱ 
㈱日本経済新聞社 
日本テレビ放送網㈱ 
日本情報流通㈱ 
㈱ビデオリサーチ 
ピーディーシー㈱ 
㈱三菱総合研究所 
マイクロソフト㈱ 
㈱協和エクシオ 
東京メディアコミュニケーションズ㈱ 
㈱アスカネット 
㈱イトーキ 
エム・アール・エス広告調査㈱ 

2012年6月1日現在 105社  
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組織① 

総会 

システム部会 指標部会 
プロダクション 

部会 
ロケーション
部会 

国際標準戦略
部会 

調査研究会 

事務局 

評議員会 

理事会 
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組織② 

2015年デジタルサイネージ事業の 1兆
円産業化を目指し、システム面、 技術
面からの産業育成支援。 

システム部会 

デジタルサイネージの媒体価値向上 の
ための媒体評価基準、 効果測定 方法
の研究および検討とガイドライン の作成。 

指標部会 

デジタルサイネージにおける コンテンツ
の効果的な演出方法や 著作権処理
ルールの検討。 

プロダクション部会 

具体的な設置箇所のセグメント分けにし
たがった各課題や効果測定などを、実
際の場所を想定しながら行っている 

ロケーション部会 国際標準戦略部会 

 
デジタルサイネージ市場拡大を目標 にし 
デジタルサイネージシステム の標準化の 
推進に関する取組 

調査研究会 

1) デジタルサイネージ産業が直面する課題  
     の解決と新市場の創出 
2) 生活シーンにおけるサイネージ経験価値 
     の向上をミッションとする総合的な調査   
     研究と会員企業との討議を行う 
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デジタルサイネージコンソーシアム 

目的 デジタルサイネージの市場創出・市場形成のために 
情報意見交換、調査研究、啓蒙活動を行う。 

主な活動 媒体価値向上に向けた媒体評価、効果測定方法等の 
検討、権利処理・倫理基準の検討、コンテンツ開発・技 
術検討、各種広報活動 

設立年月日 2007年6月25日  

URL http://www.digital-signage.jp  

所在地 〒107−0052 
東京都港区赤坂3−13−3 みすじ313ビル3階 

お問い合わせ jimu@digital-signage.jp  


